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【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 12 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 内 閣 官房 長官 総務 大 臣 国土 交通 大 臣 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (規制 改革 ) 衆議院 議長 参議 院 議 
名 】 ラ イド シェ ア の 導入 に 反対 し 、 安 全 ・ 安 心 な タク シー 事業 を 守る 施策 推進 
を 求め る 意見 書 


【 件 





民 は 、 シ ェアリング エコ ノミ ー 検 討 会 議 を 設置 し 、 一 般 の ドラ イ バ ー が 利 / 
対価 を 取っ て 自家 用 車 で 利用 
て いる 。 

ライ ド シ ェ ア は 、 普 通 第 二 種 免許 や 運行 管理 者 の 配置 も 不要 と され る な ど 、 道 路 運送 法 
で 禁止 され て きた 、 い わ ゆ る 白 タ ク 行 為 を 合法 化す る も の で ある 。 ま た 、 事 業 主体 は 一 切 
運送 に 関す る 責任 は 問わ れず 、 紛 争 等 は 当事者 間 で の 解決 と な る こと な ど 、 多 く の 問 題 点 
が 議 者 か ら も 指摘 され て いる 。 

この よう に 多く の 問題 点 を 有 し て いる に も か か わら ず 、 ラ イド シェ ア が 無秩序 に 地域 で 
展開 され れ ば 、 結 果 的 に 利用 客 の 安全 安心 が 担 介 され な い 事 態 が 常態 化す る 恐れ が あり 、 
また 、 日 本 全国 に 展開 され れ ば 、 国 内 タク シー 事業 ば か り で な く 、 路 線 バ ス や 貨物 、 鉄 道 
を 含め た 地域 公共 交通 の 存立 が 危機 に 陥り 、 ひ いて は 地域 経済 に も 深刻 な 影響 を 与え か ね 
な い 。 

タク シー 事業 は 、 国 民 の 安全 安心 か つ 快 適 ・ 便 利 な 交通 機関 と し て 、 社 会 生活 や 地域 の 
































] 客 か ら 運 送 
客 を 送迎 する 、 ラ イド シェ ア の 本 格 導 入 に 向け た 検討 を 進め 





































































































由 軸 

































































































































































































































































経済 活動 を 支え る 重要 な 役割 を 担っ て お り 、 少 子 高齢 化 が 一 層 進 む 中 、 地 域 に お ける タク 
シー 事業 の 重要 性 は 、 今 後 ま すま す 高まる こと が 予想 され る 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 地 域 の 公共 交通 の 役割 を 担っ て いる タク シー 事業 者 が 、 よ り 安 
全 安 心 で 快適 











・ 便 利 な 交通 機関 と し て 利用 客 に サー ビス を 提供 で きる よう 、 ラ イド シェ ア 
の 導入 は 行わ ず 、 公 共 交 通 事 業 の 適正 化 ・ 活 性 化 の た め の 施 策 を 推進 する よう 強く 要望 す 
る 。 

以上 、 地 方 E 


















































治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 12 日 


【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 内 閣 官房 長官 文部 科学 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 


衆議院 議長 参議 院 議 


【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 に 係る 意 


見 書 


学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化 する 中 で 子ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 特 に 小学 校 に 





















































お いて は 、 平 成 3 0 年 度 か ら 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 の た め 授 
業 時 数 の 調整 な ど 対 応 に 苦 虐 す る 状況 と な っ て いま す 。 ゆ た か な 学び の 実現 の た め に は 教 
職員 定数 改善 な どの 施策 が 最 重 要 課 題 で す 。 ま た 、 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学 
校 現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働 き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 














































































































その た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せま せん 。 


















































義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 小 泉 政 権 下 の 「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 国庫 負担 率 



































が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 茂 し い 財政 状況 の 中 、 独 自 財源 

















的 措置 を 行っ て いる 自治 体 も ちり ます が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと 
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に より 
や 自治 











人 
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間 の 教育 格差 が 生じ る こと は 大 き な 問 題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に むけ た 財源 保障 
を し 、 子 ども た ち が 全 国 の どこ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 
































上 の 要請 で す 。 ゆ た か な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 
よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 





























地方 自 





体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に 、 ト 下記 の 措置 を 講じ られ る よう 強く 




















請 し ます 。 
記 








1 . 子 ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 





























2. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負 





























担 割合 



































2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 12 日 
出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 


【 提 


【 件 


文部 科学 大 臣 


平成 31 年 度 政府 予算 拡充 を 求め る 意見 書 


つい て 、 特 段 の 














理由 








学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 
る た め に は 、 教 材 f 


校 に お いて は 、 
時 間 数 の 調 














整 な ど 対 











配慮 を され た い 。 




















子ども の 学ぶ 意欲 や 主体 的 な 取り 組み を 育む 学校 孝 


備 は 不可 欠 で ある 事 か ら 、 計 画 | 











育 の 役割 は 





名 】 教 職員 定 数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を は か る た め の 、 


E 要 で あり 、 そ の 条件 整 


りな 教職 員 定 数 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 拡充 に 














困難 化す る 























今年 度 か ら 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 























職員 定数 改善 な どの 施策 が 最 重 要 











学校 現場 に お 





\ て 、 教 職員 が 人 間 ら し い 人 

















課題 で も わる 。 ま た 








応 に 苦慮 する 状況 と な っ て いる 。 ゆ た か な 学 O 


ヽ 明日 の 














F で 、 子 ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 す 
究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で ある 。 特に 小学 


育 実 施 の た め 授 業 





の 実現 の た め に は 、 教 
日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 











り 、 そ の た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せな いも の で ある 。 


























義務 教育 費 








庫 負 








担 制 

















2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ た 。 
ヨ 治 体 も ある が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 自治 体 間 の 教育 格差 が 
生じ る こと は 大 き な 間 題 で ある 。 国 の 施策 と し て 











っ て いる 

















た ち が 全 国 
































厳し い 財 








ーー 





度 に つい て は 、 平成 18 年 「 三 位 一 体 改 革 」 の 


朋 き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 ] 











E が 必要 で あ 



































政 状 況 の 独自 財源 




















に 











数 改善 に 向け 











「 た 財 消 


る 。 ゆ た か な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で ある 。 





よっ て 、 国 


























体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に する た め に 、 


よう 要請 する 。 
1 





. 計画 的 な 教職 員 
2. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 

















定数 改善 を 失 

















を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 














以上 、 地 方 E 





治 法 第 99 条 の 規 














ー 
es 


E 進 する こと 。 





義務 孝 











基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自 
下記 の 措置 を 講 











育 費 国庫 負担 制度 の 負 











で 、 国 庫 負担 
より 人 的 措置 を 行 








[| 








保障 を し 、 子 ども 


の どこ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で あ 
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【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (地方 創 生 規制 改革 担当 ) 、 
内 閣府 特命 担当 大 臣 (経済 財政 政策 担当 ) 


【 件 名 】 地 方 財政 の 充実 ・ 強 化 を 求め る 意見 書 











地方 自治 体 は 、 子 育て 支援 策 の 充実 と 保育 人 材 の 確保 、 高 齢 1 
会 保障 へ の 対応 、 地 域 交 通 の 維持 な ど 、 

















介護 な どの 社 
































果たす 役割 が 拡大 する 中 で 、 人 『 


総務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 





が 進行 する 中 で の 医療 ・ 





に 





NR A CR 想定 し た 





防災 ・ 減 災 事 業 の 実施 な ど 、 新 た な 政策 課題 に 
NN 
ズ へ の 対応 と 細やか な 公 的 サー ビス の 提供 が 
う 地 方 財政 の 確立 を めざす 必要 が あり ます 。 

に も か か わら ず 、 社 会 保障 費 の 圧縮 や 「 公 的 サー ビス の 産業 化 」 など 地方 
けた 議論 が 加速 し て い 
、 民 間 委 託 を 前 提 と し た 地方 交付 税 算定 を 容認 





に 、 こ れ に 見 


こう し た 状況 
財政 を ター ゲッ ト と し た 歳出 削減 に む 
一 方 式 」 の 導入 は 

























































































日 し て いま す 。 











ます 。 と くに 、 


限ら れる 中 で 、 新 た な ニー 





ミ 困 難 と な っ て お り 、 人 材 確 保 を 進め る と と も 




















「 ト ッ プ ラン ナ 


\ す る も の で あり 、 地 方 財 


政 全 体 の 安易 な 縮小 に つなが る こと が 人 危 恨 され る も の と な っ て いま す 。「 イ インセンティブ 改 














革 」 と あわ せ 、 
方 交付 税制 度 の { 














地方 交付 税制 度 を 利用 し た 国 の 政策 誘導 で あり 、 客 観 ・ 
RR 幹 を 揺るが し か ね な いも の で す 。 









































中 立 で ある べき 地 





本 来 、 必 要 な 公共 サー ビス を 提供 する た め 、 財 源 面 を 担保 する の が 地方 財政 計画 の 役割 


で す 。 し か し 、 


財政 再建 目標 を 達成 する た め だ け に 歳出 削 
な サー ビス が 削減 され れ ば 、 本 末 転 倒 で あり 、 国 民生 活 と 地域 経済 に 
は 明らか で す 。 

この た め 、2019 年 度 の 政府 予算 と 地方 財政 の 検討 に あたっ て 





















































減 が 行わ れ 、 結 果 と し て 不可 欠 


疲弊 を も た ら す こと 























は 、 国 民生 活 を 犠牲 に する 











財政 と する の で は な く 、 歳 入 ・ 歳 出 を 的 確 に 見 積もり 、 人 的 サー ビス と し て の 社会 保障 予 





を 求め ます 。 


1. 社会 保障 、 
治 体 の 財政 需要 を 的 確 に 把握 し 、 
2. 子ども ・ 子 育 

















災害 対策 、 























ズ へ の 対応 と 人 材 を 確 


DE 


3. 地方 交付 税 に 
規模 の 差異 、 各 自治 体 に 
算 














時 に お いて も 住民 


鼻 の 充実 と 地方 財政 の 確立 を めざす こと が 必要 で す 。 こ の た め 、 政 府 に 


記 
環境 対策 、 地 域 交 通 対 策 、 人 




















減少 対策 な ど 、 














以下 の 事項 の 実現 























増大 する 地方 E 



























































これ に 見 合う 地方 一 般 財 光 








総額 の 確保 を は か る こと 。 
て 支援 新制 度 、 地 域 医療 の 確保 、 地 域 包括 ケア シス テム の 構築 、 生 活 困 
欠 者 自立 支援 、 介 護 保険 制度 や 国民 健康 保険 制度 の 見 直し な ど 、 
保 す る た め の 社 会 保障 予算 の 確保 お よび 地方 財政 措置 を 的 確 に 行 

















急増 する 社会 保障 ニー 


























お ける 「 ト ッ プ ラン ナー 方 式 」 の 導入 は 、 地 域 に よっ て 人 口 規模 ・ 事 業 





























お ける 検討 経過 や 民間 産業 の 展開 度合 い の 違 い を 無視 し て 経費 
定 す る も の で あり 、 廃 目 ・ 縮 小 を 含め た 検討 を 行う こ 
災害 命 と 財産 を 守る 防災 ・ 減 災 事 業 は 、 








これ まで 以上 に 重要 で あ 
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7 . 




















り 、 自 治 体 庁 舎 を は じ め と し た 公共 施設 の 耐震 化 や 緊急 防災 ・ 減 災 事 業 の 対象 事業 の 拡 














充 と 十分 な 期間 の 確保 を 行う こと 。 ま た 、2015 年 度 の 
増 自 治 体 の 行 財政 運営 に 支障 が 生じ る こと が な いよ う 、 
































続き 検討 する こと 。 













































































国勢 調査 を 踏ま えた 人 口 急減 ・ 急 

















地方 税 へ の 税源 移譲 を 行う な ど 、 抜 本 的 な 解決 策 の 協議 を 進め る こと 。 





同時 に 、 各 種 税制 の 廃止 、 
証し た 上 で 、 代 養 財 源 の 確保 を は じ め 、 





























は が る ご と 。 




















. 地方 交付 税 の 財源 保障 機能 ・ 
終了 を 踏ま そえ た 新た な 財政 需要 の 把 











対策 を 講じ る こと 。 



































同時 に 、 地 方 交付 税 原 


資 の 確 





























減税 を 検討 する 際 に は 











財政 








HL 展 
と 4 


E 保 【 に つい て は 、 臨時 財政 対策 債 に 











ヨ 治 体 財政 に 与え 




















と し 、 対 象 国税 4 税 (所 得 税 ・ 法 人 税 ・ 酒 税 ・ 消 費 税 ) ( yet 
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の こと 。 



































自治 体 の 基金 残高 を 、 地 方 財政 計画 や 地方 交付 税 



































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提 


























出す る 。 


地方 交付 税 算定 


の あり 方 を 引き 


. 地域 間 の 財源 偏在 性 の 是正 の た め 、 偏 在 性 の 小さ い 所 得 税 ・ 消 費 税 を 対象 に 国税 か ら 


る 影響 を 十分 栓 


財政 運営 に 支障 が 生じ る こと が な いよ う 対 応 を 





整 機 能 の 強化 を は か り 、 市 町 村 合 併 の 算定 特例 の 
小 規模 自治 体 に 配慮 し た 段階 補正 の 強化 な どの 











度 に 依存 し な いも の 


の 引き 上 げ を 行 


に 反映 させ な いこ と 。 











意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 22 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 
厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 旧 優生 保護 法 下 に お ける 優生 手術 の 被害 者 に 対す る 補償 及び 救済 等 の 早期 
解決 を 求め る 意見 書 








「 優 生 上 の 見 地 か ら 不 良 な 子孫 の 出生 を 防止 する 」 と 定め た 旧 優 生保 護法 に 基づき 、1996 
年 に 同 法 が 母体 保護 法 に 改正 され る まで の 約 半 世 紀 あ まり の 間 、 本 人 同意 の な い 強 制 不妊 
手術 を 含む 優生 手術 が 、 国 の 通知 や 都 道 府 県 の 行政 措置 の 下 、 数 多く 実施 され て きた 。| 
厚生 省 の 衛生 年 報 等 に よれ ば 、 全 国 で 約 2 万 5,000 人 が 不妊 手術 を 受け 、 そ の うち 1 万 
6, 500 人 が 本 人 同意 の な い 強 制 手術 だ っ た と され て いる 。 

これ まで 、 1998 年 の 国連 の 自由 権 規約 委員 会 や 、 2016 年 の 国連 の 女子 差別 撤廃 要員 会 か 
ら の 優生 手術 の 被害 者 に 対す る 補償 措置 等 を 求め る 勧告 が 出さ れ て きた が 、 国 は 何ら 対応 
せ ず 、 優 生 手術 の 被害 者 は 放置 され た まま だ っ た 。 誤 っ た 優生 思想 に よっ て 国民 が 著しい 
人 権 侵 害 を 受け た と 認め られ る 事態 の 解明 と 被害 者 の 救済 は 、 も は や 放置 で き な い こと は 
明白 で ある 。 
国会 で は 、 全 会 派 か ら な る 「 優 生保 護法 下 に お ける 強制 不妊 手術 に つい て 考え る 議員 連 
盟 」 が 発足 し 、 強 制 手術 の 被害 者 に は 結婚 が 破談 と な っ た り 、 子 ども を 産み 、 育 て る 夢 を 
奪わ れ た り 、 健康 被 害 を 訴え を た りす る な ど 、 幸 福 追求 権 を 保障 し た 憲法 13 条 な どの 侵害 に 
当たる こと は 明らか で あり 、 ま た 、 国 か ら の 正式 な 謝罪 や 補償 も いま だ 行わ れ て いな いと 
し て 、 実 態 調査 や ヒア リン グ 、 被 害 者 や 当事者 団体 、 市 民団 体 と の 連携 ・ 協 力 を 進め 、 具 
体 的 な 支援 の 仕組 み を 検討 する こと と し て いる 。 

優生 手術 の 被害 者 は 高齢 化 が 進み 、 解決 を 急 が な けれ ば な ら な い 、。 過去 の 反省 に 立っ て 、 
日 も 早く 政治 的 及び 行政 的 な 責任 に 基づく 解決 策 を 実現 すべ き で あり 、 下 記 の 事項 の 実 
現 を 強く 求め る も の で ある 。 
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記 
1. 国 は 、 優 生 手術 の 被害 者 が すでに 高齢 化し 、 ま た 、 全 国 に お ける 優生 手術 の 実態 解明 
が 時 間 的 経過 と と も に 困難 に な る こと か ら 、 優 生 手術 に 関す る 被害 者 の 実態 の 速やか な 
査 及び 記録 の 適正 な 保存 を 行う こと 。 
2. 全都 道府県 で の 相談 窓口 設置 を 行う な ど 、 被 害 者 に 寄り 添う 対応 を 強化 する こと 。 
3 .「 疑 わし き は 救済 すべ し 」 と の 考え 方 で 、 被害 者 に 対す る 補償 及び 救済 等 の 実施 に よる 
早期 解決 を 図る こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
大 船渡 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 26 日 





【 提 出 


【 件 


先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 国土 交通 大 臣 
内 閣 官房 長官 内 閣府 特命 担当 大 臣 (規制 改革 ) 

名 】 ラ イド シェ ア の 導入 に 反対 し 、 安 全 安心 な タク シー 事業 を 守る 施策 

推進 を 求め る 意見 書 








































































































































































































国 は 、 平 成 28 年 7 月 、 シ ェアリング エコ ノミ ー 検 討 会 議 を 設置 し 、 同 年 11 月 に 中 間 報 
告 書 を まとめ た 。 ま た 、 規 制 改 革 推 進 会 議 に お いて も 、 一 般 の ドラ イ バ ー が 利用 客 か ら 運 
送 対 価 を 取っ て 自家 用 車 で 利用 客 を 送迎 する 、 い わ ゆ る ライ ド シ ェ ア ( 和 無 資 格 自家 用 車 有 
償 運 送 ) の 本 格 導入 に 向け た 検討 を 進め て いる 。 





ライ ド シ ェ ア は 、 普 
白 タ ク 行 為 を 合法 化す る も の で あり 、 需 給 状 況 や ドラ イ バ ー に よっ て 運送 対価 が 








Ne ンコ 


UE 














種 免 許 が 不要 と され る な ど 、 道 路 運 送 法 で 禁止 され て きた 、 









































ビス の 提供 が 困難 で ある こと や 、24 時 間 稼働 の 保証 が な く 、 特 に 女性 














や 高齢 者 の 夜間 利 / 
て いな いこ と 、 他 国 で は 自 















































H が 不便 に な る こと 、 安全 及び 運行 管理 に 責任 を 負 う 主体 が 明確 化 され 
動車 配車 アプ リ を 運営 する 事業 者 と 登録 する ドライバー と の 刻 


































































































用 関係 の 用 














ほや 地位 確認 等 で 集団 訴訟 が 提起 され て いる こと な ど 、 多 く の 問 題 点 が 識者 か 












































ら も 指摘 され て いる 。 
この よう に 多く の 間 題 点 を 有 し て いる に も か か わら ず 、 ラ イド シェ ア が 無秩序 に 地域 で 











た 
を 含め た } 
な い 。 


展開 され れ ば 、 結 果 的 に 利 / 
日 本 全国 に 展開 され れ ば 、 国 内 タク シー 事業 ば か り で な く 、 路 症 
































] 客 の 安全 安心 が 担保 され な い 事 態 が 常態 化す る 恐れ が あり 、 
バス や 貨物 、 鉄 首 
h 域 公共 交通 の 存立 が 危機 に 陥り 、 ひ いて は 地域 経済 に も 深刻 な 影響 を 与え か ね 
























































特に 、} 





障がい 者 等 の 交通 弱者 に と っ て 、 介 護 や 通院 、 買 い 物 な ど 、} 





域 克 通 の 大 動脈 と し て 存在 する 鉄道 や バス に 対し 、 タ クシ ー 事 業 は 、 高 齢 者 や 
地域 で 日 常 生活 を 送る た め に 
































欠か せな v 

















) き め 細 か な ドア ・ ツ ー・ ド ア の 公共 交通 機関 で ある 。 国 民 の 安全 安心 か つ 快 適 
































便利 な 交通 機関 と し て 、 社 会 生活 や 地域 の 経済 活動 を 支え る 重要 な 役割 を 担っ て お り 、 少 


子 高齢 化 が 一 層 進 む 中 、 地 域 に お ける タク シー 事業 の 重要 性 は 、 























今後 ます ます 高まる こと 

















が 予想 され る 。 


っ て 














国 に お いて は 、 地 域 の 公共 交通 の 役割 を 担っ て いる タク シー 事業 者 が 、 よ り 安 
































全 安心 で 快適 便利 な 交通 機関 と し て 利用 客 に サー ビス を 提供 で きる よう 、 ラ イド シェ ア の 





導入 は 行わ ず 、 タ クシ ー 事 業 の 適正 化 及び 活性 化 の た め の 施 策 を 推進 する よう 強く 要望 す 


る 。 


以上 、 地 方 E 


























治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





























市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 
久 慈 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 30 年 6 月 29 日 





【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 防衛 大 臣 
厚生 労働 大 臣 文部 科学 大 臣 内 閣 官房 長官 
【 件 名 】 安 倍 政権 の 疑惑 ・ 不 祥 事 に 対す る 真相 究明 及び 責任 追及 を 求め る 意見 書 
































本 年 3 月 12 日 、 学 校 法人 森 友 学園 へ の 国有 地 売却 に 関す る 決裁 文書 の 改ざん 前 の 原本 が 
明らか に され 、 こ の 原本 に よれ ば 一 年 余り の 間 、 政 府 は 国会 、 国 民 に 対し て 「 嘘 を つき 続 
けた 」 こ と が 一 目 瞭 然 で ある 。 

安倍 政権 の 国会 、 国 民 に 対す る 不誠実 な 姿勢 は 、 自 衛 隊 の 南 ス ー ダ ン の 日 報 問題 、 裁 量 
労働 制 に つい て の デー タ 間 題 、 加 計 学 園 の 獣医 学部 開設 に つい て 文部 科学 省 に 内 閣府 が 「 官 
邸 の 最高 レベ ル が 言っ て いる 事 」「 総 理 の 意向 」 な ど と 要求 し て いた 記載 文書 問題 な ど 多 く 
の 疑惑 が 報じ られ て いる 。 

「 森 友 学 園 」 に つい て は 、 学 校 の 開設 認可 、 国 有 地 の 払い 下げ に つい て 政治 家 の 関 与 が 
あっ た の で は な いか と の 疑惑 が 残さ れ た まま で ある 。 今回 の 決裁 文書 の 改ざん と いう 和 驚く 
べき 行為 と 、 原 本 か ら 削 除 さ れ た 内 容 か ら は 、 安 倍 昭 恵 総理 夫人 や 政治 家 の 関 与 の 疑惑 が 
一 層 深 まっ て お り 、 関 係 者 の 証人 喚 間 など に よる 疑惑 の 解明 が 必要 で ある 。 

疑惑 の 解明 な くし て は 、 国 民 の 政治 不信 が 一 層 高 まり 、 議 会 制 民 主 主 義 そ の も の が 月 壊 
し か ね な い 状 況 と な る の で は と 危 恨 せ ざ る を 得 な い 。 

政府 は 、 疑惑 の 追及 に 対し て 「 出 所 不明 」「 文 書 は 破棄 し た 」 な ど と その 都度 否定 を 繰り 
返し 、 ひ た すら 時 間 稼ぎ を 繰り 返し て きた が 、 議 会 制 民主 主義 を 守る た め に も 、 真 相 究 明 
と 疑惑 の 徹底 解明 が 不可 欠 で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 速 や か に 疑惑 ・ 不 祥 事 に 対す る 真相 究明 を する と と も に 、 責 任 
の 追及 を し 、 国 民 に 明らか に する よう 強く 要望 する 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 













































































































































































































































































































































































































































































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








久 慈 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 30 年 6 月 29 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 
文部 科学 大 臣 
【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 





学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化 する 中 で 子ども た ちの 豊か な 学び を 実現 する た 
め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で ある 。 

特に 小学 校 に お いて は 、 今 年 度 か ら 新 学習 指導 要領 の 移行 期間 に 入り 、 外 国語 教育 実施 
の た め 授 業 時 間 数 の 調整 な ど 対応 に 苦慮 する 状況 と な っ て いる 。 
豊か な 学び の 実現 の た め に は 、 教 職員 定数 改善 な どの 施策 が 最 重 要 課 題 で あや る 。 ま た 、 
明日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働き 方 が で き 
る た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 そ の た め の 教 職員 定数 改善 は 欠か せな い 。 

義務 教育 費 国 庫 負担 制度 に つい て は 、 平成 18 年 の 「 三 位 一 体 改革 」 の 中 で 国庫 負担 率 が 
2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ 、 い くつ か の 自治 体 に お いて は 、 茂 し い 財政 状況 の 
中 、 独 自 財 源 に よる 人 的 措置 が 行わ れ て いる が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いる こと や 
自治 体 間 の 教育 格差 が 生じ る こと か ら 、 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 保障 を し 、 
子ども た ちら が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 
で ある 。 
豊か な 子ども た ちの 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で ある こと か ら 、 下 記事 項 
が 実現 され る よう 強く 要望 する 。 
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記 
1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 を 
2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 















































































































































